
神奈川県子どもの貧困対策推進計画（令和２年～令和６年）　指標一覧

（子ども指標） （下段は国データ）

基本方向
ライフ

ステージ
単位 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 所管局 所管所属

95.2 96.6 95.6 96.6 96.0 福祉子どもみらい局 生活援護課

93.7 94 93.7 93.7 93.8 福祉子どもみらい局 生活援護課

98.2 100% 100 100 100 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

95.8 98.20% 97.2 97.7 集計中 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

14.4 14.2 14.0 13.6 13.4 13.1 集計中 教育局 子ども教育支援課

14.2 14.2 14.1 13.9 13.6 13.4 集計中 教育局 子ども教育支援課

17.5 17.3 17.2 16.8 16.5 16.0 集計中 教育局 子ども教育支援課

17.3 17.0 16.7 16.4 16.2 16.0 集計中 教育局 子ども教育支援課

37.4 39.9 38.3 48.1 46.9 福祉子どもみらい局 生活援護課

36 36.1 37.3 39.9 42.4 福祉子どもみらい局 生活援護課

25.9 31.00% 32.2 35.3 22.2 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

30.8 43.84% 36.4 38.6 集計中 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

4.9 5.3 3.5 2.8 3.3 福祉子どもみらい局 生活援護課

4.1 4.3 4.1 3.6 3.3 福祉子どもみらい局 生活援護課

1.3 1.1 0.8 0.9 1.1 教育局 学校支援課

0.8 0.7 0.6 0.7 0.8 教育局 学校支援課

11.7 9.9 8.3 8.9 9.7 教育局 学校支援課

9.3 8.5 7.1 7.1 7.8 教育局 学校支援課

11.2 10.6 9.8 9.1 7.8 教育局 学校支援課

6.4 5.8 5.6 4.7 5.0 教育局 学校支援課

1,698 1,351 991 1,089 1,262 教育局 学校支援課

17,263 15,063 11,754 12,971 14,540 教育局 学校支援課

817 619 477 459 463 教育局 学校支援課

7,668 6,710 5,426 5,115 5,395 教育局 学校支援課

414 384 365 331 287 教育局 学校支援課

3,582 3,265 3,103 2,521 2,696 教育局 学校支援課

1.0 0.9 0.8 1.1 1.3 福祉子どもみらい局 私学振興課

1.3 1.2 1.0 1.2 1.4 福祉子どもみらい局 私学振興課

3.4 4.4 2.7 3.0 3.3 福祉子どもみらい局 私学振興課

5 4.1 3.0 3.5 3.5 福祉子どもみらい局 私学振興課

3

4

設定指標

全日制

5

7

8

9

6

教育

教育

青年中期

青年中期

青年中期

学童期～青年前期教育

児童養護施設の子どもの進学率（高等学校等卒業後）★青年中期教育

教育

高等学校等中途退学者数★
（公立・全世帯）青年中期教育

高等学校等中途退学率★
（私立・全世帯）青年中期教育

1 生活保護世帯に属する子どもの高等学校等進学率★

就学援助率

％

教育2 学童期～青年前期 児童養護施設の子どもの進学率（中学校卒業後）★ ％

小学校

中学校

％

％

教育 学童期～青年前期

％

％

％

％

％

生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率★

全日制

通信制

％

％

定時制

通信制

人

人

生活保護世帯に属する子どもの高等学校等中途退学率★

％

高等学校等中途退学率★
（公立・全世帯）

全日制

定時制

通信制

人

資料１－２ （別添１）



神奈川県子どもの貧困対策推進計画（令和２年～令和６年）　指標一覧

（子ども指標） （下段は国データ）

基本方向
ライフ

ステージ
単位 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 所管局 所管所属設定指標

資料１－２ （別添１）

708 607 577 769 933 福祉子どもみらい局 私学振興課

13,834 12,017 10,079 12,493 14,383 福祉子どもみらい局 私学振興課

25 29 17 19 29 福祉子どもみらい局 私学振興課

6,153 5,711 4,518 5,724 6,288 福祉子どもみらい局 私学振興課

受給人数 人 14,214 12,801 12,116 11,818 11,271 教育局 財務課

受給率 ％ 10.1 9.3 9.0 9.0 8.8 教育局 財務課

受給人数 人 5,461 4,829 4,985 4,936 4,884 福祉子どもみらい局 私学振興課

受給率 ％ 7.3 6.5 7.1 7.1 6.9 福祉子どもみらい局 私学振興課

修学資金 件 648 574 460 337 240 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

就学支度資金 件 228 168 134 124 129 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

児童数 人 157,949 164,234 167,590 170,241 福祉子どもみらい局 次世代育成課

利用率 ％ 36.7 38.7 40.1 42.4 福祉子どもみらい局 次世代育成課

15 生活 学童期～青年前期 ％ 0.9 0.7 0.7 0.3 0.4 福祉子どもみらい局 生活援護課

15 生活 学童期～青年前期 ％ 1.5 1.4 1 1 1.1 福祉子どもみらい局 生活援護課

16 生活 学童期～青年前期 ％ 1.8 0 0 0 0 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

16 生活 学童期～青年前期 ％ 2.4 0.39 1.2 0.6 集計中 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

17 生活 青年中期以降 ％ 39.8 37.1 35.7 30.9 31.4 福祉子どもみらい局 生活援護課

17 生活 青年中期以降 ％ 46.6 47.2 43.6 41.3 39.6 福祉子どもみらい局 生活援護課

18 生活 青年中期以降 ％ 66.7 58.6 54.8 44.1 66.6 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

18 生活 青年中期以降 ％ 62.5 42.34 55.4 53.8 集計中 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

19 生活 青年中期以降 件 3,817 3,765 3,734 4,221 4,219 福祉子どもみらい局 青少年課

受給資格者 人 58,037 56,616 55,799 54,676 53,323 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

受給対象児童数 人 73,086 70,728 68,673 66,634 63,895 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

13

14

20

11

12

10

児童扶養手当の受給資格者と受給対
象児童数

高校生等奨学給付金（公立）の受給人数・受給率

高校生等奨学給付金（私立）の受給人数・受給率

母子父子寡婦福祉資金の貸付件数

保育所等利用児童数・利用率 

地域若者サポートステーションの相談受付件数

児童養護施設の子どもの就職率（高等学校卒業後）
　　　　　　　（下段は国データを記入）

生活保護世帯に属する子どもの就職率（高等学校等卒業
後）
　　　　　　　（下段は国データを記入）

通信制

人

人

児童養護施設の子どもの就職率（中学校卒業後）
　　　　　　　（下段は国データを記入）

生活保護世帯に属する子どもの就職率(中学校卒業後)
              （下段は国データを記入）

青年中期教育

青年中期教育

教育 青年中期

教育 その他

妊娠期～乳幼児期生活

経済 その他

高等学校等中途退学者数★
（私立・全世帯）

全日制



（行政取組み指標） （下段は国データ）

主要施策 単位 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
目標

（2024年度）
所管局 所管所属

100 100.0 100.0 100.0 集計中 100 教育局 子ども教育支援課

67.8 88.5 90.0 92.1 集計中 教育局 子ども教育支援課

100 100.0 100.0 100.0 集計中 100 教育局 子ども教育支援課

89 96.6 97.0 97.1 集計中 教育局 子ども教育支援課

2 教育 件 1,725 2,230 2,236 2,359 2,869 ① 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

3 生活 市町村 33 33 33 33 33 現状維持 福祉子どもみらい局 次世代育成課

4 生活 市町村 30 30 30 30 30 現状より増加 福祉子どもみらい局 次世代育成課

5 生活 件 - 25 48 23 12 50 福祉子どもみらい局 青少年課

6 就労 件 5,617 7,396 7,389 7,781 9,284 ② 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

7 就労 名 70 108 115 93 116 80 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

8 経済 件 9,348 10,339 12,113 11,819 12,403 ③ 福祉子どもみらい局 子ども家庭課

9 基盤づくり 市町村 5 30 30 32 23 福祉子どもみらい局 次世代育成課

10 基盤づくり ％ 65 — — 72.8 80 福祉子どもみらい局 次世代育成課

※①、②、③の計17,000件 ※２令和４年度をもって事業終了予定

「子どもの貧困」という言葉の意味を知ってい
る人の割合

母子・父子自立支援員相談受付件数
（児童（教育等））

乳児家庭全戸訪問事業の実施市町村数

養育支援訪問事業の実施市町村数

若者の進路総合相談窓口（かながわみらいデス
ク）の登録件数（※2）

母子・父子自立支援員相談受付件数(生活一般
(就労等)等)

母子・父子自立支援プログラム策定者数

母子・父子自立支援員相談受付件数
（生活援護（福祉資金等））

子どもの貧困対策についての計画を策定してい
る市町村数

1

％

％

設定指標

教育 スクールカウンセラーの配置率★

小学校

中学校



（参考数値）

主要施策 単位 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 所管局 所管所属

109 117 134 147 集計中 教育局 子ども教育支援課

2,377 2,659 2,859 3,091 集計中 教育局 子ども教育支援課

39.1 38.4 47.7 47.9 集計中 教育局 子ども教育支援課

50.9 54.2 56.9 63.2 集計中 教育局 子ども教育支援課

52.3 48.0 52.0 55.3 集計中 教育局 子ども教育支援課

58.4 59.7 61.7 68.1 集計中 教育局 子ども教育支援課

高等学校（県立) ％ 73.8 80.5 76.7 78.0 78.0 教育局 学校支援課

％ 69.7 78.8 69.7 78.8 90.9 90.9 教育局 子ども教育支援課

％ 65.6 69.4 75.3 78.7 81.1 82.3 教育局 子ども教育支援課

21.2 66.7 97.0 100.0 100.0 教育局 子ども教育支援課

47.2 73.7 82.3 83.7 84.9 教育局 子ども教育支援課

63.6 87.9 100.0 100.0 100.0 教育局 子ども教育支援課

56.8 78.9 83.8 85.1 86.2 教育局 子ども教育支援課

小学校 ％ 99.6
99.8

(99.8)
－

99.8
(99.8)

99.6
(99.6)

教育局 保健体育課

中学校 ％ 63.7
63.6

(44.5)
－

99.0
(82.3)

99.0
(90.2)

教育局 保健体育課

義務教育学校 ％ 100
100

(100)
－

100
(100)

100
(100)

教育局 保健体育課

6 教育 箇所 2 4 4 13 10 教育局 生涯学習課

7 教育 市町村 30 31 31 31 福祉子どもみらい局 生活援護課

8 教育 市町村 8 10 10 10 福祉子どもみらい局 次世代育成課

9 教育 箇所 146 167 171 178 177 教育局 生涯学習課

10 生活 箇所 1,243 1,311 1,388 1,400 1,420 福祉子どもみらい局 次世代育成課

１歳６か月 ％ 95.9 96.5 94.1 95.6 96.0 集計中 健康医療局 健康増進課

３歳 ％ 95 95.6 92.2 94.2 94.5 集計中 健康医療局 健康増進課

12 生活 市町村 19 19 — 33 33 33 福祉子どもみらい局 次世代育成課

13 生活 ％ 40.1 46.5 43.3 46.3 47.2 福祉子どもみらい局 青少年課

14 基盤づくり 県市町村 13 12 10 9 13 福祉子どもみらい局 次世代育成課

設定指標

1 教育
スクールソーシャルワーカーの
配置人数

小学校 人

2 教育
スクールソーシャルワーカーに
よる対応実績のある学校の割合

小学校★ ％

中学校★ ％

就学援助制度に関する周知状況（入学時及び進級時に
学校で就学援助制度の書類を配布している市町村の割

合）★
教育3

％

中学校 ％

「学習支援」を実施している市町村数（市町村の独自
財源）

4 教育
新入学児童生徒学用品費等の入
学前支給の実施状況★

小学校

5 教育
学校給食実施率　（　）内は完
全給食実施率

地域未来塾の実施箇所数

生活困窮者自立支援法に基づく学習支援事業実施市町
村数

地域若者サポートステーションで支援を受けた人の就
職率

貧困の状況にある子どもなどの実態調査等を実施した
県市町村数

放課後子ども教室の実施箇所数

放課後児童クラブの設置数

11 生活
乳幼児健康診査の実施率(受診
率）

子ども（18歳未満）を対象とした「子どもの居場所
づくり」を実施している市町村数（NO.９ 放課後子
ども教室を除く）

調査

中止


